２０１３年度政府予算成立にあたっての自治労声明
1. ５月15日、2013年度政府予算が成立した。参議院予算委員会、参議院本会議とも民主党をはじめ野党の反対多数で否決されたが、憲法第60条の衆議院の優越規定に基づき成立した。自治労は、国会対策を通じて、膨張する公共事業費、地方公務員の給与削減を前提とした地方交付税削減、生活保護の生活扶助費削減などの政府案の見直しを強く求めてきたが、政府予算が成立したことは極めて遺憾である。とくに、地方交付税の削減を強行したことは、公共サービス水準の低下と地域間の財政力格差の拡大を招くものとなる。
2. 安倍政権は本予算を通じた「機動的な財政対策」、「大胆な金融緩和」、「成長戦略」の「三本の矢」で景気回復をめざすとしているが、顕著な賃金引き上げに至っておらず、国民の生活実感からみて景気回復にほど遠い状況にある。株高を背景とした長期金利の上昇による金利負担の増加、円安による資源等の価格高騰が懸念される中で、所得の増加につながらなければ、物価上昇による生活破壊に直結する。
3. 公共事業については、インフラの老朽化対策や防災・減災対策と称して、従来型の公共事業の拡大をはかる目論みだが、被災地をはじめとした全国的な人員不足等の問題は解決されていない。このような根本的な問題を放置したまま、地域に財源だけが投入されることとなり、被災者の生活再建、復興に結びつくものとならない。
4. 地方公務員の給与減額支給措置を「要請」する１月24日の閣議決定を「根拠」に地方交付税が削減されたことは、①地方自治の精神に反する、②労使自治に反する、③国に先駆けた行政改革や給与削減の努力を無視する、④臨時特例法附則に明記された「自主的かつ適切に対応」とも矛盾する、⑤地域経済・給与への悪影響も大きい、という問題点を改めて指摘し、強く抗議するとともに、自治労は、５月８日の県本部代表者会議で決定した第二次闘争ゾーンの対自治体闘争に全力をあげる。
5. 2014年度政府予算、地方財政の骨格については、経済財政諮問会議の議論、6月の骨太方針等で具体化することとなるが、社会保障費、地方財政の削減圧力が強まる恐れがある。国民の生活不安の解消なくして、真の景気回復はなし得ないものであり、自治労は公共サービスの充実にむけて社会保障費の確保、地方財政確立の取り組みを強める。さらに、憲法96条改正を目論む安倍政権や今後の政治動向について一層警戒しなければならない。
このような政治情勢全般に危機感をもって臨み、当面する参議院選挙においては、自治労のめざす政策を実現するため、あいはらくみこ（比例代表）、武内　則男（高知選挙区）の必勝をめざし、全力で取り組んでいく。
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